
参 考 資 料

（医療・福祉サービス改革）

資料１－２



人生の最終段階における医療・ケア

在宅看取りの先進・優良事例の分析と横展開
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ACPの普及・啓発のためのリーフレットについて

○ ACPの普及啓発を図ることを目
的としてリーフレットを右図のとおり
作成し、厚生労働省HPにおいて、
公表。

〇 都道府県や医療・介護関係団体
に対して、リーフレットを広報に当
たって御活用いただくよう周知。

※ リーフレット掲載HP

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/k
enkou_iryou/iryou/saisyu_iryou/index.html

※ 「人生の最終段階における医療・ケアに関する
リーフレットについて」（平成30年７月19日付け厚
生労働省医政局地域医療計画課事務連絡）等を
通じて周知を実施。
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ＡＣＰ愛称選定委員会の設置について

○公募方法

厚生労働省ホームページにて広く一般に公募

○構成員 ※敬称略（五十音順）

・内多 勝康（国立成育医療研究センターもみじの家ハウスマネージャー、元NHKアナウンサー）

・小籔 千豊（タレント）

・小山 薫堂（放送作家、脚本家、京都造形芸術大学副学長）

・鈴木 美穂（NPO法人マギーズ東京共同代表理事、日テレ記者）

・新浪 剛史（サントリーホールディングス代表取締役社長）

・樋口 範雄（武蔵野大学法学部特任教授）

・紅谷 浩之（オレンジホームケアクリニック代表）

・松原 謙二（日本医師会副会長）

○スケジュール（予定）

・公募期間 平成30年 8月13日（月）～9月14日（金）

・事前選定等 平成30年 9月中旬～ 1カ月程度

・委員会開催 平成30年10月31日
・愛称決定 平成30月11月30日

○目的

人生の最終段階において、本人が希望する「生を全う」するためには、本人の意思が尊重された医療・
ケアが行われる必要がある。そのため、事前に家族等や医療・ケアチームと繰り返し話し合う取組が重
要であり、こういった取組が国民一人一人の生活の中に浸透するよう、「ACP愛称選定委員会」を設置
し、国民に馴染みやすい愛称を選定するため。
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【事業内容】
人生の最終段階における医療に関する患者の相談に適切に対応できる体制を強化するため、2014、2015年度のモデル事業の成果を踏ま
え、
2016年度から医療・ケアチーム（医師、看護師等）の育成研修を全国８ブロックで実施するとともに、人材育成研修会の拡充と継続性の
担保のために講師人材の育成を実施。2017年度からは住民への普及啓発も実施している。

プログラム 主旨、構成内容

講 義
「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセス
に関するガイドライン」の解説

講 義（STEP1） 意思決定能力の評価 講義
グループワークと発表グループワーク１

講 義（STEP2） 患者自身と治療方針について合意する 講義

講 義（STEP3） 患者の意向を推定する 講義
患者にとって最善の治療方法について合意する 講義
グループワークと発表

講 義（STEP4）

グループワーク２

患者の意思を尊重した人生の最終段階における医療の実現に向けた取組
人生の最終段階における医療体制整備事業

医療機関等において人生の最終段階における医療・ケアに関する意思決定に携わっている医師を含む
多職種チーム（診療所・訪問看護ステーション・介護老人福祉施設が連携し、多職種チームで参加することも推奨）

研修対象者

プログラム

プログラム 主旨、構成内容

講 義 「アドバンス・ケア・プランニングとは」

ロールプレイ１ もしも、のときについて話し合いを始める

ロールプレイ２ 家族等の信頼できる者を選定する

ロールプレイ３
治療の選好を尋ね、最善の選択を支援する家族等の信
頼できる者の裁量権を尋ねる

講 義 「本人・家族の意向を引き継ぐには」

グループワーク３ 明日への課題

開催実績／予定

・2014年度・2015年度はモデル事業として実施。2014年度10か所 24名、2015年度５か所 25名が研修を終了。
・2016年度は214チーム、751名が相談員研修を受講。90名の講師人材を育成。
・2017年度は277チーム、979名が相談員研修を受講。61名の講師人材を育成。市民公開講座は参加者129名。
・2018年度は全国12か所で相談員研修会を実施中。 97名の講師人材を育成。
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10～15の自治体 （自治体職員、在宅医療関係者、救急医療関係者等）を対象に、
グループワークを実施。

・連携ルールの内容検討
・連携ルール運用までの工程表の策定 に取り組むための支援を実施

＜背景・課題＞ 本人の意思に反した（延命を望まない患者の）救急搬送が散見
国民の多くが人生の最期を自宅で迎えることを希望している。一方、高齢者の救急搬送件数も年々増加し、また大半は、人生の最終段階にお

ける医療等について、家族と話し合いを行っていない。このような背景を踏まえると、今後、本人の意思に反した救急搬送が増加する懸念がある。

＜対策＞ 患者の意思を関係機関間で共有するための連携ルールの策定支援
先進自治体では、在宅医療関係者と救急医療関係者の協議の場を設け、救急搬送時の情報共有ルールの設定や、住民向け普及啓発に取り

組んでいる。こうした先進事例をもとに、複数の自治体を対象としたセミナーを実施し、連携ルール策定のための重点的な支援を行う。また、本取
組について全国的な横展開を推進していくことで、人生の最終段階において本人の意思が尊重される環境を整備する。

・既に連携ルールを運
用している先進自治体
の取組（連携ルールの
運用に至る工程、課
題）を分かりやすく紹
介

在宅医療・救急医療連携セミナー

・有識者や先進自治体
の支援のもと、連携
ルールの検討や工程
表策定についてグルー
プワークを実施。

予め、
本人の意向を
家族やかかりつ
け医等と共有し、
人生の最終段階
における療養の
場所や医療につ
いて、本人の意
思が尊重される
取組を推進

本人の意思に反し
た搬送例が散見

連携ルール運用に至るまでの手順や、運用後の課題等をとりまとめ、

全国の自治体に情報提供することで、参加自治体以外への横展開を推進

救急医療、消防、在宅医
療機関が、患者の意思
を共有するための連携
ルール等の策定を支援

問題意識

対策

先進事例の紹介

・セミナーで策定した
工程表の実施状況や
課題を把握し、工程
表の改善等を支援。

有識者による
策定支援

継続的な
フォローアップ

方向性

ルールに沿っ
た情報共有

在宅医療・救急医療連携セミナー

全国的な横展開の推進
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データヘルス改革の推進
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保険医療機関・薬局

保険者

被保険者番号を個人単位化

※現行の世帯単位番号に2桁追加

資格情報（一部負担割
合等を含む）を登録

※マイナンバーカードの資格確認対応の医療機関・薬局では、保険者が変わっても、
マイナンバーカードのみで受診等が可能（保険証を持参する必要がない）。

※オンライン資格確認を実施しない医療機関・薬局の場合、現在の事務手続き等が
変わるということはない。

支払基金・国保中央会
●オンライン資格確認
個人単位の被保険者番号と資格情報とを１対１で
対応させて、保険者をまたがって一元的に管理

個人単位の被保番 資格情報（一部負担割合等を含む）

●レセプトの審査・支払

③レセプト送付

⑤受診時に資格確認ができなかった
ケースについても、正しい保険者に
レセプトを送付

加入者（患者）

【導入により何が変わるのか】

①失効保険証の利用による過誤請求や保険者の未収金が大幅に減少

②保険者における高額療養費の限度額適用認定証の発行等を大幅に削減

①受診時に被保険者証の提示 又は
マイナンバーカードの提示とICチッ
プの読み取り（※）

②
オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
る

資
格
確
認

④審査支払機関内部での資格確認

被保険者番号の個人単位化とオンライン資格確認等のイメージ

マイナンバーカード

保険証又は
提示
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保険者

個人単位被保番

支払基金・国保中央会（国保連）

特定健診データ

特定健診データ

医療費・薬剤情報

マイナポータル

特定健診データ

薬剤情報

個人単位被保番と特定健診データ、
薬剤情報等を１対１で管理

個人単位被保番 資格情報 特定健診データ 医療費・薬剤情報

【導入により何が変わるのか】

○ 患者本人や医療機関等において、特定健診データや薬剤情報等の経年データの閲覧が可能。

⇒ 加入者の予防・健康づくりや重複投薬の削減等が期待できる。

※オンライン資格確認等の導入に当たっては、クラウドを活用することにより運営コストを縮減

マイナンバーカード

特定健診データ、医療費・薬剤情報等の照会・提供サービスのイメージ

○ 問診票の記載等の際、本人同意の下、医療機関・薬局が本人に代わって（本人から

委任を受けて）薬剤情報を支払基金・国保中央会に照会し、支払基金・国保中央会

は保険者の委託を受けてオンラインで薬剤情報を回答する、という提供の考え方。

※ 保険者は本人からの照会への回答の事務を支払基金・国保中央会に委託。支払基

金・国保中央会はレセプト情報から薬剤情報を抽出。
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被保険者番号の個人単位化、オンライン資格確認等に関する閣議決定

○未来投資戦略2018（2018年6月15日閣議決定）（抄）
第２ 具体的施策 （３）新たに講ずべき具体的施策
ⅰ）個人にあった健康・医療・介護サービス提供の基盤となるデータ利活用の推進

①オンライン資格確認の仕組み

・ 医療保険の被保険者番号を個人単位化し、マイナンバー制度のインフラを活用して、転職・退職等により加入す
る保険者が変わっても個人単位で資格情報等のデータを一元管理することで、マイナンバーカードを健康保険証と
して利用できる「オンライン資格確認」の本格運用を平成32年度に開始する。

・ また、医療等分野における識別子（ID）の在り方について、こうした個人単位化される被保険者番号も含めた基
盤を活用する方向で検討し、本年夏、早急に結論を得て、医療等分野におけるデータ利活用を推進する。

④ＰＨＲの構築

・ 個人の健康状態や服薬履歴等を本人や家族が把握、日常生活改善や健康増進につなげるための仕組みであるＰＨ
Ｒ(Personal Health Record)について、平成32年度より、マイナポータルを通じて本人等へのデータの本格的な提
供を目指す。

・ そのため、予防接種歴（平成29年度提供開始）に加え、平成32年度から特定健診、乳幼児健診等の健診データの
提供を開始することを目指す。さらに、薬剤情報等の医療等情報の提供についても、必要性、費用対効果等を踏ま
えて検討し、本年度中に結論を得て必要な工程を整理し、平成33年度以降の可能な限り早期にデータの提供を開始
することを目指す。

○経済財政運営と改革の基本方針2018（2018年6月15日閣議決定）（抄）
第３章 「経済・財政一体改革」の推進 ４．主要分野ごとの計画の基本方針と重要課題

（１）社会保障
（医療・介護提供体制の効率化とこれに向けた都道府県の取組の支援）
（中略）レセプト情報を活用し、本人同意の下、医師や薬剤師が投薬歴等を閲覧できる仕組みの構築や、診療報
酬での評価等により、多剤投与の適正化を引き続き推進する。

（医療・介護サービスの生産性向上）
データヘルス改革を推進し、被保険者番号の個人単位化とオンライン資格確認を導入するとともに、「保健医療
データプラットフォーム」について、2020年度の本格運用を目指し取り組む。（略）
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保健医療記録共有サービス
【このサービスで目指すこと】
○保健医療記録共有サービスを利用する医療機関、
薬局等が全国に広がり、無駄な検査や投薬が減る
○2020年度以降は、診療情報や服薬情報に加え、
介護情報などさらに幅広い情報の共有が可能になる

【2020年度に実現できること】
○保健医療記録共有サービスの運用が始まり、
複数の医療機関、薬局等の間で、患者の診療情報
や服薬情報等が共有される
【イメージ】
○患者の同意の下、複数の医療機関、薬局等で、
患者の診療情報や服薬情報等を共有し、最適な
健康管理・診療・ケアを提供
○共有が有効なデータ項目について、病院、診療所、
薬局等のデータをマルチベンダー対応で原則自動で
収集し、データ保存のクラウド化、閲覧ビューアの
共通化により広域連携が可能なネットワークを構築
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保健医療記録共有サービスの実装に向けた工程表

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4月～

○ 全国的な保健医療情報ネットワーク、クラウドサービス基盤を構築し、保健医療記録共有サービス等の保健医療従事者向けサービス
の2020年度からの本格稼働を目指す。
○ クラウドサービス基盤や全国的なサービスについて、必要な実証やプロトタイプ開発を着実に進めるとともに、運用主体やコスト負担の
あり方について整理し、決定することが必要。

・保健医療記録共有サービス基盤
のプロトタイプ検証
・全国的に情報共有するミニマム
データセットの標準化仕様の策定

保健医療記録共有サービスの
基本機能のプロトタイプ開発・実証

検証

拡張

更新

稼

働

クラウドサービス基盤を
活用した保健医療記録共有
サービス稼働準備

・クラウドサービス基盤の技術検討･調査
・ネットワーク構成検討

クラウドサービス基盤のプロトタイプ開発・
実証

・セキュリティに関する技術的調査
・リスクアセスメント、セキュリティ機能検討

クラウドサービス基盤
本開発・テスト運用

クラウドサービス基盤のセキュリティ実証・稼働準備

・国内外のセキュリティ
関連ガイドラインの調査
・医療機関等が満たすべき
接続要件の整理

各種ガイドラインの検討・策定、既存ガイドラインの改正
ガイド
ライン
の検証
・更新

利用者認証
に関する
調査研究

利用者認証に関する実証・要件整理・仕様検討
（ＨＰＫＩ認証も含む）

利用者認証・機関認証の基盤整備

介護保険関連情報として共有するデータ項目の精査、
データの収集元・保管先の検討

・介護保険関連情報に関するネットワーク接続や利用者認証等
に関する事項の検討・検証
・その結果を踏まえ、必要な準備を行い、情報提供を開始
（2020年代初頭からの開始を目指す。）

全国的な保健医療情報
ネットワーク、クラウド
サービス基盤、保健医療
記録共有サービスのコスト
負担、運用主体等の検討

被保険者番号履歴の提供主体・利用主体等に係る法的手当、被保険者番号履歴の照会・回答システムに係る仕様検討・設計・開発・運用テスト・運用

全国的な保健医療情報ネットワーク、クラウドサービス基盤、保健医療記録共有サービスの
運用主体の調整・検討・決定、運用ルール等の検討・決定

各種運用ルール等の
検証・更新

医療機関等でのガイドラインの順次実装

（参考・再掲）
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○ 診療で得られた医療情報（リアルワールドデータ）等が、
負担の少ない形で標準化される体制（人材）が確立

○ 研究前の予備的検討や、患者情報等の分析が容易に
なるなど、質の高い治験・臨床研究等を実施する基
盤が整備され、治験・臨床研究等の信頼性が向上

○ 疾患登録システム（患者レジストリ）の構築の際、医
療関係者の負担が減り、詳細データの登録等にも注
力可能

医療技術実用化総合促進事業（一部増額）

○ 診療情報や疾患登録システム（患者レジストリ）の情報など、リアルワールドデータを活用した医薬品・医療機器等
の研究開発・実用化の推進については、アカデミアや業界等から強い要望がある。
※リアルワールドデータ：臨床研究、治験等の研究の枠組み以外の、実際の医療で得られた実臨床データ（患者情報、疾患・症状に関する情報、処
置・投薬に関する情報、検査データ等）

○ しかしながら、実際の活用には、環境整備や運用などにおける医療関係者の負担が大きく、データの品質（信頼性）
や標準化にも課題。診療等で得られた医療情報を標準化し、自動的に集積する体制の整備が必要。

○ 他方、医薬品の安全対策の高度化を目的とする医療情報データベース（MID-NET）事業（平成30年４月に本格運用開始）で
は、その準備段階から、診療等のデータの取扱い等における上のような課題を解決するための経験が蓄積。

○ 本事業中のメニューの一つとして、新たに、MID-NETの手法を活用したデータ標準化等の体制を整備し（データ品質管
理・標準化の担当者の育成等）、医薬品・医療機器の研究開発拠点である臨床研究中核病院での、疾患登録情報等のリアル
ワールドデータ活用を推進。

治験・臨床研究をはじめとする医薬品・医療機器の研究開発の効率化を図り、クリニカル・イノベーション・ネッ
トワーク（CIN）構想を一層推進する。
【参考】骨太方針2018（平成30年６月閣議決定）：（医療・介護サービスの生産性向上）クリニカル・イノベーション・ネットワークとPMDAの
医療情報データベース（MID-NET）を連携させ、治験・臨床研究や医薬品の開発、安全対策等に活用する。

平成31年度概算要求：25.9億円（平成30年度予算： 23.5億円）

※AMED（日本医療研究開発機構）事業

臨床研究中核病院

疾患登録システ
ム等の標準化さ
れたﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

カルテ情報等が
保存された
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

治験・臨床研究に利活
用しやすい形式に移行
できるよう紐付け

事業の背景

事業イメージ

保存データ
の入力状況
の確認等

これらの業務等が実施でき
る人材をPMDA等で実地訓
練しながら育成

効 果
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